






























1.はじめに 

 健診の事後措置を中心とする母子保健管理のシステム化を考えるとき、単に障害発見後

の措置に関してだけシステム化を図るというわけにはいかない。障害発見から事後措置ま

ての流れの系列と障害予防の系列とは、機能的にも時間的にも不可分であり、同一のシス

テム中に組込まれる必要がある。したがって、 

(1)障害発生の予防に関わる、妊娠から出産までの母性管理の充実 

(2)障害発見を効果的に行うための健診の充実と健康相談を含めてのシステム化 

(3)母子保健情報の早期把握と、各種関連要因が及ぼす影響についての検討 

(4)地域格差の顕著な保健医療資源の配分や行政的対応の種類等を、システム中にどのよう

に組込むか 

などを、母子保健管理システムの有効性に影律するものとして検討する必要がある。 

 このため昭和 57 年度においては、55、56 年度にひき続き、研究課題として 

(1)健診から事後措置への流れを対象として、発見～事後措置システム自体の検討 

(2)システムの効率に大きく影響する受診率高揚の問題及び未受診児問題への対処 

(3)予防という系列での主要課題となる保健教育 

(4)母子保健情報の流れの検討と行政的対応のひとつである保健婦活動の状況の把握 

(5)事後措置システムの中で効率化を図るための二次健診(保健所)の位置づけ 

などについて調査・検討を行った。 


